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豪州実質GDP成長率 3四半期ぶりにプラスに転じる
 豪州の2020年7－9月期の実質GDP成長率は市場予想を上回る前期比+3.3％のプラス成長。

 個人消費が実質GDP成長率の回復を牽引。所得の増加や都市封鎖の緩和が消費回復に寄与。

 政府の大型景気対策による景気押し上げ効果などから、今後も実質GDP成長率は堅調に推移する見込み。

（審査確認番号 2020 – ＴＢ308）

7－9月期の実質GDP成長率は前期比+3.3％
豪州の2020年7－9月期の実質GDP（国内総生
産）成長率は前期比+3.3％と、3四半期ぶりにプラ
スとなり、市場予想（同+2.5％）も上回る結果と
なりました。
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図表１：豪州の実質GDP成長率の寄与度分解

今後も豪州景気は堅調な推移が見込まれる
7－9月期の個人消費の内訳を見ると、都市封鎖が
緩和され店舗の営業が再開し、外出機会が増加した
ことなどから宿泊・外食や衣類、自動車、娯楽等の
消費が伸びました（次頁図表3）。
豪州の2020年1－9月期累計の実質GDP成長率は
前年同期比－2.9％と、主要国の中ではコロナ危機
後の経済の落ち込みが比較的軽微に留まっています
（次頁図表4）。豪州政府の所得税減税など大型景
気対策による景気押し上げなどにより、今後も豪州
の実質GDP成長率は堅調に推移することが見込ま
れます。

個人消費が実質GDP成長率の回復に大きく寄与
7－9月期の実質GDP成長率の回復には個人消費が
大きく寄与しました（図表1）。
個人消費との関連が高い家計部門の可処分所得は、
豪州政府の失業手当受給者や年金受給者等への現金
給付に加え、退職年金の早期引き出し制度などの影
響もあり、4－6月期から7－9月期にかけても上昇
基調となっています（図表2）。
4－6月期には豪州全体で実施された都市封鎖の影
響等により景気の先行き不透明感が高まったことな
どから個人消費は落ち込みましたが、7－9月期に
はビクトリア州を除いた地域で都市封鎖の緩和が進
み、個人消費は回復しました。
家計貯蓄率が依然として18.9％という高水準にあ
ることや、ビクトリア州の都市封鎖措置が9月中旬
から緩和されたことから、消費者心理が改善し、個
人消費がさらに加速する余地が残されているとみら
れます。

図表２：豪州の個人の消費・可処分所得・貯蓄率

（出所）豪州政府統計局
（期間）2019年10-12月期～2020年7-9月期（四半期）

（出所）豪州政府統計局
（期間）2019年1-3月期～2020年7-9月期（四半期）
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図表３：豪州の2020年7-9月期の個人消費の内訳

（出所）豪州政府統計局

図表４：主要国の2020年1-9月期累積の実質GDP成長率の比較

（出所）各国統計局
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